
１．経営成績
(1）経営成績に関する分析

（当期の経営成績） 

  当連結会計年度におけるわが国経済は、昨年9月以降のサブプライムローン問題に端を発した世界金融市場の混乱や

急激な円高、原油・原材料価格の乱高下などにより景気後退局面に入っており、企業の経営環境は著しく変化いたし

ました。

  当社が属する国内中古車業界は、社団法人日本自動車販売協会の統計（平成20年1月～12月）によれば、当社の主要

取扱商品である中古貨物車の登録台数は52.3万台から50.4万台（前年比3.5％の減）となりました。また、新車貨物車

の登録台数は46.5万台から39.6万台（前年比14.8%の減）となるなど、市場環境は厳しい状況となっております。

  このような状況のもと、主な連結子会社の業績に関しましては、上記の様な昨年9月以降の急激な環境変化を受け、

実質昨年1月から本格稼動した在外子会社であるG-Trading RUS LLC（モスクワ）は、昨年7月以降の原油価格の下落と

昨年8月のグルジア侵攻を背景としたロシア経済の減速に伴い、建設機械販売事業・建設機械レンタル事業ともに予想

を下回り、営業損失となりました。また、急激なルーブル安の影響で、当社への買掛金に対する為替差損を919百万円

計上し、加えてたな卸資産の期末評価減を314百万円計上した結果、962百万円の債務超過に陥ることとなりました。

株式会社ジー・バス販売に関しましては、昨年央までの原油価格の高騰でバス事業者が設備投資を控えるなか、年末

にかけての急激な円高を受け、海外から日本への旅行者が急減した結果、国内観光業界が低迷し、バス事業者の買い

控えにより販売実績が予想を下回りました（売上高979百万円、前期売上高1,230百万円）。営業利益は確保したもの

の（営業利益0.1百万円、前期営業利益10百万円）、長期滞留在庫が増加したことにより、たな卸資産の期末評価減を

400百万円計上しました。これにより、380百万円の債務超過に陥ることとなりました。また、前期子会社化した株式

会社ジー・レンタルは新規出店に伴う販管費の増加と、新規顧客開拓の遅れにより営業損失を計上するとともに、営

業基盤である甲信越地方の土木建築業界の回復が遅れるなか、リース資産に対する減損損失を335百万円計上すること

で420百万円の債務超過に陥りました。

  個別業績では、国内事業は積極的に仕入活動を強化いたしましたが、円高や運送会社等の設備投資抑制の影響から

中古商用車市場が低迷したことで販売が伸び悩み、在庫が長期化したこと等により収益は大幅に下回る結果となりま

した。また、海外事業に関しましては、アフリカ諸国等の新規顧客開拓により販売台数が増加したものの、昨年9月以

降の急激な円高や、主要輸出国であるロシアの関税引き上げ等の影響により輸出全体が減少傾向にあります。このよ

うに、市場環境が悪化し、販売価格が低下するなか、たな卸資産の圧縮を行い、全体の収益を圧迫した結果、大幅な

営業損失となりました。

  上記グループの経営環境を鑑み、当社が属する中古商用車業界にとって重要性の高いロシアのマーケットが上記の

影響から急速に悪化していくなか、特にロシア関連債権に関連する資産評価を保守的な観点から厳格に見直した結果、

期末たな卸資産に対する評価減を981百万円（期末たな卸評価減前3,041百万円）、主にロシア向け輸出売掛金に対す

る貸倒引当金を701百万円、繰延税金資産の取崩しを84百万円それぞれ計上することとなりました。

  この結果、当連結会計年度の売上高は15,317百万円（前期比1.6%減）、営業損失は△734百万円（前期は236百万円

の営業利益）、急激な円高により為替差損を1,097百万円計上したため、経常損失は△1,868百万円（前期は223百万円

の経常利益）、貸倒引当金の計上や期末たな卸資産等の評価減等を行ったため、当期純損失は△4,002百万円（前期は

106百万円の当期純利益）となりました。

  主な品目別の業績は、トラックが売上台数4,031台（前年同期比26.5%減）、売上高については、5,575百万円（前年

同期比30.6％減）となり、バスに関しては売上台数387台（前年同期比10.9％増）、売上高については1,078百万円（前

年同期比16.1%減）となりました。また、建設機械につきましては売上台数638台（前年同期比220.6％増）、売上高

3,535百万円（前年同期比193.4％増）となり、乗用車他に関しましては売上台数3,744台（前年同期比0.3％増）、売

上高については5,127百万円（前年同期比1.6％増）となりました。

  主な経路別の業績は、一般（国内の中古販売事業者及びユーザー）が仕入台数6,805台（前年同期比7.4%減）、仕入

金額は10,173百万円（前年同期比2.9%減）となりました。また、販売台数では売上台数2,591台（前年同期比17.4%減）

となり、売上金額は4,242百万円（前年同期比31.0%減）となりました。オークション会場は仕入台数2,627台（前年同

期比15.1%減）、仕入金額は3,056百万円（前年同期比18.4%減）となりました。また、販売台数では売上台数1,623台

（前年同期比33.6%減）、売上金額は1,374百万円（前年同期比40.4%減）となりました。輸出に関しましては、仕入の

実績は無く、売上台数4,586台（前年同期比9.7%増）、売上金額は9,700百万円（前年同期比36.3%増）となりました。
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 （次期の見通し）

　当社グループが属する中古商用車業界は、日米欧の景気後退局面の影響を受け、引続き低迷するものと思われます。

また、中古商用車の主要輸出市場であるロシア市場向けの販売は、経済状況が原油価格を含めた原材料価格の影響を

受けやすく、マイナス成長すると想定され、更に車両の輸入関税が引き上げられたことで期待出来ない状況にありま

す。

  この様な環境のもと、当社は株式会社ガリバーインターナショナルのブランド力を活かし、グループシナジーの最

大化を図ります。具体的には、株式会社ガリバーインターナショナルのウェブサイトやコールセンター等のマーケティ

ングインフラを活用し、中古商用車の買取・販売に係る情報量を飛躍的に増やし、ビジネスチャンスに繋げて参りま

す。

  個別業績について、国内事業に関しましては、引続き中堅大手運送会社をターゲットとした新規顧客開拓を強化し、

取扱台数アップを目指すとともに、在庫期間を厳格にコントロールし、商品在庫の回転率を高めることで、キャッシュ

フローの改善を目指します。また、収益性の高い中古商用車の小売販売を強化することで、収益力の改善に努めます。

  海外事業に関しましては、リスク管理を徹底して行っていきます。取引先別の厳格な与信管理はもとより、国別の

規制や関税の変更、地域経済情勢等の把握をより一層強化し、輸出売掛債権を発生させない業務フローを構築してま

いります。その上で、休眠顧客の掘り起しや新規顧客開拓の強化に努めます。また、株式会社ガリバーインターナショ

ナルの圧倒的な在庫数を活かし、それらを海外向けに発信し、ウェブマーケティングを強化することで他社との差別

化を図り、競争力・収益力の回復を目指します。

  連結子会社の業績といたしましては、G-Trading RUS LLCは、公共投資に関連した建設機械需要を取り込むべく営業

を強化し、取扱台数の増加を目指し利益確保に努めます。

  この結果、売上高11,500百万円、営業利益150百万円、経常利益60百万円、当期純利益55百万円の黒字化を見込んで

おります

  当社グループは、親会社である株式会社ガリバーインターナショナルの財政援助のもと、財務体質の強化と収益力

の回復を重要な経営課題として位置づけ、グループ会社の再編を視野に入れ債務超過の解消に努めてまいります。

  なお、ロシアルーブルの想定レートは１ルーブルあたり2.8～3.2円としております。
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(2）財政状態に関する分析

①資産、負債及び純資産に関する分析

　当連結会計年度末における資産につきましては、流動資産の合計が4,715百万円となり、前連結会計年度末と比較し

て、875百万円減少いたしました。その主な要因は、たな卸資産の圧縮を行ったことから「たな卸資産」が968百万円

減少、「貸倒引当金」を705百万円積み増した一方で、「現金及び預金」が553百万円増加、「受取手形及び売掛金」

が201百万円増加した等のためであります。

  固定資産の合計は519百万円となり、前連結会計年度末と比較して144百万円増加いたしました。その主な要因は、

在外子会社G-Trading RUS LLCと株式会社ジー・レンタルにおいて「レンタル資産」が194百万円増加したためであり

ます。

　負債につきましては、流動負債の合計が6,265百万円となり、前連結会計年度と比較して、2,175百万円増加いたし

ました。この主な要因は、営業資金として金融機関から借入を行った「短期借入金」が2,740百万円増加した一方で、

「買掛金」が343百万円減少したことと、「未払法人税等」が122百万円減少したためであります。

　固定負債の合計は910百万円となり、前連結会計年度末と比較して64百万円減少いたしました。この主な要因は、

「一年以内返済予定長期借入金」を400百万円流動負債に振り替えた一方で、株式会社ジー・レンタルのリース資産に

対し335百万円減損損失を計上したためであります。

　純資産の合計は△1,941百万円となり、前連結会計年度と比較して2,841百万円減少いたしました。この主な要因は、

平成21年2月23日に実施いたしました親会社である株式会社ガリバーインターナショナルを全額引受先とした第三者割

当増資により「資本金」が399百万円と「資本剰余金」が399百万円増加したことと、「為替換算調整勘定」が372百万

円増加した一方で、前述いたしましたたな卸資産の評価減や貸倒引当金の計上等により「利益剰余金」が4,014百万円

減少したためであります。

 

②キャッシュ・フローの状況に関する分析

  当連結会計年度におけるキャッシュ・フローは、当期純損失を計上したことにより、営業活動によるキャッシュ・

フローが大幅なマイナスとなりましたが、金融機関より短期借入金を調達したことにより、財務活動によるキャッ

シュ・フローがプラスとなったため、全体では553百万円のプラスとなりました。

　この結果、前連結会計年度末に比べ、現金および現金同等物は553百万円増加し、当連結会計年度末には、863百万

円となりました。

  当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

  当連結会計年度における営業活動による資金の減少は1,816百万円（前連結会計年度は1,254百万円の資金の減少）

となりました。

  これは主にたな卸資産の減少額620百万円と、為替差損の発生1,097百万円があった一方で、当期純損失3,904百万円

があったこと等によるものであります。

 　 （投資活動によるキャッシュ・フロー）

  当連結会計年度における投資活動による資金の減少は691百万円（前連結会計年度は58百万円の資金の減少）となり

ました。

  これは主にレンタル資産の取得による支出があったこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

  当連結会計年度における財務活動による資金の増加は、3,077百万円（前連結会計年度は1,231百万円の資金の増加）

となりました。

  これは主に長期借入金の返済450百万円があった一方で、運転資金として短期借入金を2,740百万円追加調達したこ

とに加え、親会社であるガリバーインターナショナルを全額引受先とした第三者割当増資により799百万円の払込みが

あったことによるものであります。

 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

　当社は、株主の皆様への利益還元につきましては、企業体質を強化しつつ業績に裏付けられた成果の配分を行うこ

とを基本方針とし、安定配当の継続に努力しております。しかしながら、当社の厳しい決算業績内容をうけ、平成21

年２月期の期末配当におきましては、誠に遺憾ではございますが、無配とさせていただきたいと存じます。また、次

期の配当におきましても、引き続き厳しい経営環境が予想されることから、無配を予定しております。

　今後は、更なるコストダウンとともに、次期以降の事業基盤の安定化、経営体質の強化及び財務体質の健全化を全

社一丸となって行ない業績の回復に努めてまいりますので、引き続きご支援の程、賜りますようお願い申し上げます。
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(4）事業等のリスク

　当社グループの経営成績、財政状態及び株価等に影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがありま

す。

 

①取扱い商品について

ａ. 車両の価格形成の特殊性がもたらすリスク

　当社グループの主な取扱商品である中古商用車は、同年式の同車種であっても、走行距離及び損傷の状況や

事故歴等により売買される価格は異なります。また、特に、トラックのような貨物輸送車の場合は荷台の箱の

大きさ等の仕様の違いによって、冷蔵冷凍車の場合は冷凍機の性能の違いによって価格が異なります。このよ

うに、商用車につけられる価格は乗用車と比較して個別性が高く、同年式・同車種の車両であっても取引価格

が大きく異なる場合もあります。そのため当社では、過去の取引履歴をデータベース化しており、買取価格の

参考としております。しかしながら、特定の車両について短期間に大幅な需要の低下が発生した場合、あるい

は特定の車両の販売可能価格を的確に評価できなかった場合には、想定どおりの利益を確保できず、当社グルー

プの業績に影響を及ぼす可能性があります。

ｂ．車両買取時の査定能力に係るリスクについて

　当社グループの主要事業である中古商用車の販売事業におきましては、ユーザー、他の中古車販売業者及び

オークションから、利益を確保できる価格で中古商用車を買い取ることが重要になります。当社グループでは、

業界経験が豊富な営業員の採用、過去の取引履歴のデータベース化、経験の浅い営業員への研修等により、商

品の査定能力の向上を図っておりますが、取扱商品量の拡大及び商品の種類の増加等に必要な査定能力がつい

ていかない場合には、必要な粗利益率が確保できず、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

ｃ．営業員個人への依存

　当社グループの事業におきましては、利益を確保できる価格での買い取り即ち査定能力が極めて重要な点に

なります。一方、販売先のニーズにタイムリーに応えることも重要であります。当社グループの営業員の大部

分は、商用車、乗用車及び建設機械等の関連業界からの中途採用であり、得意分野を既に持っていることが多

く、営業員の入社とともに取引先が増加することも少なからずあります。

　当社グループでは、取引価格のデータベース化等により、営業員個人の能力に依拠しない査定システムの強

化に努めておりますが、現時点では、当社グループの業績は営業員個人の力量に依拠する点が大きいため、主

要な営業員が退社した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

ｄ．長期在庫とたな卸資産の評価損の発生可能性について

  当社グループでは、資金回収の早期化及びたな卸資産の劣化防止の目的で、仕入れた商品は可能な限り早期

に売却することを基本方針としております。また、主に仕入後60日を超えた商品につきましては、十分な利益

を確保できない価格であってもオークション等を通じて売却することがあります。一方で、車両に特殊性が強

く、時間をかけて顧客を探していけば十分に利益を確保できる車両につきましては、戦略的に長期に在庫とし

て保有する場合があります。しかしながら、こうした戦略的長期在庫の顧客が見つからなかった場合には、当

社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

　当社グループでは、時間の経過とともに変動するたな卸資産の評価を保守的に行うため、主に仕入後60日を

経過した車両につきましては、時間の経過に連動する形で評価損を計上しており、発生した評価損は売上原価

に反映されております。したがいまして、当社グループの長期在庫が増加した場合には、期末時点における当

社の評価損も拡大し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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②輸出について

ａ. 輸出国の特徴と規制について

　当社グループの輸出販売先国は、主にシンガポール、ミャンマー、マレーシア、ロシア、及びニュージーラ

ンドであります。これら販売先国内又はその近隣諸国において、政情不安、反日感情の高揚及び経済政策の変

更等により、これら貿易対象国が、中古車に対する関税の引き上げや輸入制限等の実施及び変更並びに日本製

品の不買運動等が行われた場合には、輸出取引が減少する可能性があります。

　さらに当社グループは、新規販売先及び新規販売先国の開拓を行うことで取引先の拡大及びリスクの分散を

図っておりますが、販売先国の政情等の変化によっては、安定的な取引の継続が困難になり、当社グループの

収益が悪化する可能性があります。また、販売先国内において競合他社が増加した場合や、新車の需要の増加

及び車両の実質利用年数が短縮した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

ｂ. 輸出に伴う国内の規制

　当社グループの輸出している中古商用車あるいは建設機械は、外国為替及び外国貿易法、輸出貿易管理令及

び「輸出貨物が核兵器等の開発等のために用いられるおそれがある場合を定める省令(平成13年12月28日経済産

業省令第249号)」等における輸出規制対象貨物となっており、輸出地域、輸出貨物の用途及び需要者の要件に

より、経済産業大臣の輸出許可が必要となっております(いわゆるキャッチオール規制)。これに違反した場合

には、刑事罰等の処分を受けることにより、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　当社グループは、上記各法令において上記輸出許可を必要としない形で、又は必要としない地域に中古車の

輸出を行っておりますが、上記輸出関連規制の改正等により、当社グループが適用を受ける輸出規制の内容が

変更となった場合には、販売先国の実質的な縮小等の理由により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性

があります。

ｃ. 自動車運搬船の船腹確保について

　当社グループは、輸出車両の保管場所と当該車両の仕向地に基づいて、出港地と自動車運搬船（以下「運搬

船」といいます）を決定しております。船会社による運搬船の配船スケジュール及び船腹量は新車の輸出動向

等に左右されることが多く、結果として、当社グループが想定していた運搬船への積載が困難となる場合があ

ります。

　当社グループでは、運搬船の船腹確保を積極的に行っておりますが、新車輸出の動向等による当社の輸出車

両の船積みスケジュールの変更により、当社グループの売上計上時期の遅れとそれに伴う在庫車両の滞留日数

の長期化等により、当社グループの業績及び資金繰りに影響を及ぼす可能性があります。

　なお、運搬船の需要が高まった場合等には、海上輸送費が高騰する可能性があります。当社グループは、海

上輸送費の変動も考慮のうえ販売価格の取り決めを行ってはおりますが、運搬船の急激な需要の拡大等で、海

上輸送費が急激に変化した場合には、短期的に当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

ｄ. 海外取引先の信用リスク等の管理について

　当社グループの輸出取引における取引先は、各諸外国において中古商用車の輸入販売を行う業者あるいはユー

ザーであります。当社グループでは取引の開始にあたり、前金あるいは信用状を確保した後に船荷証券を送付

すること、もしくは貿易保険を付保したD/A条件(Document Against Acceptanceの略称。販売先による手形の引

受けに対して船荷証券を渡す支払い条件)により決済することで回収リスクの軽減に努めております。また、主

な継続取引先については、民間調査機関の調査レポートを確認する等輸出先に関連するリスクを軽減する努力

を行っております。しかしながら、海外取引先の倒産、支払遅延及び犯罪等の事実が発生した場合には、当社

グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

ｅ. 為替の影響について

　当社グループの平成21年２月期連結売上高における輸出売上高比率は、63.3％であります。当社グループの

輸出は原則として円建てで行っておりますが、平成16年２月期より、外貨建て取引が発生しており、今後、輸

出の拡大に伴い外貨建て取引が増加する可能性もあります。また、円建て・外貨建てにかかわらず、為替の動

向は、海外での日本車の需要動向に少なからず影響を及ぼしていると思われます。したがいまして、為替が急

激に変化した場合には、短期的に当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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